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Indicators Update
4-6 月期法人企業統計と二次 QE 予測 

経常利益は 3 四半期連続減益／二次 QE は僅かな下方修正を予想 
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[要約] 

 2016 年 4-6 月期の全産業（金融業、保険業除く）の経常利益は前年比▲10.0％と、2011

年 10-12 月期以来となる 3 四半期連続の前年割れを記録した。売上高が同▲3.5％と 3

四半期連続で減少し、減益の主因となった。

 2016 年 4-6 月期の全産業（金融業、保険業除く）の設備投資（ソフトウェア除く）は

前年比＋3.1％と 13 四半期連続で増加を維持したものの、伸び率は 3 四半期連続で縮小

した。一方、季節調整値で見ると、前期比▲0.5％と 3 四半期連続の減少となった。季

節調整値の動きを業種別に見ると、製造業は同＋2.0％、非製造業は同▲1.9％であった。

4-6 月期の結果からは、企業収益が弱含み、企業が設備投資に対して慎重姿勢を強めて

いる様子が窺われる。

 今回の法人企業統計の結果を受けて、4-6 月期 GDP 二次速報（9月 8日公表予定）では、

実質 GDP 成長率が前期比年率＋0.0％（一次速報：同＋0.2％）と、一次速報から僅かに

下方修正されるとみている。公共投資が上方修正となる一方、在庫投資は下方修正され

るとみられる。また、民間企業設備は一次速報からほぼ横ばいとなり、全体としては一

次速報を僅かに下回る見通しである。

経済分析レポート 



 
2 / 4 

 

企業収益動向：全産業の経常利益は 3四半期連続の前年割れ 

2016 年 4-6 月期の全産業（金融業、保険業除く）の経常利益は前年比▲10.0％と 3 四半期連

続の前年割れを記録した。これは、東日本大震災の影響が表れた 2011 年 4-6 月期から 2011 年

10-12 月期以来のことである。売上高も同▲3.5％と 3 四半期連続で減少しており、このことが

減益の主因となった。 

収益の動きを業種別に見ると、製造業では売上高が前年比▲5.3％、経常利益は同▲22.4％と

4四半期連続の減収減益となり、減収率・減益率ともに前四半期から拡大した。これまで企業収

益の追い風となってきた為替相場が円高に転じたことや、世界経済の減速などが収益を下押し

したとみられる。先行きについても、円高の継続及び世界経済の減速に伴う輸出金額の伸び悩

みや、個人消費を中心とした内需の弱さが重石となり、業績の急回復は見込み難いとみている。

製造業の業種別の経常利益の動向を捉えると、前四半期に続き幅広い業種で減益となった。加

工業種では「輸送用機械器具製造業」(同▲27.0％)、「情報通信機械器具製造業」(同▲58.5％)、

「生産用機械器具」(同▲37.9％)などの減益が目立った。上記 3つの業種では、変動費要因が経

常利益の減少に大きく寄与した。また、素材業種に目を向けると、「鉄鋼業」(同▲75.6％)の

大幅減益が目立った。市況の悪化による販売価格の低下が継続しており、同産業では 4 四半期

連続で減益を記録している。一方、増益だった業種としては、「食料品製造業」(同＋23.8％)

や「繊維工業」(同＋46.9％)が挙げられる。 

非製造業の売上高は前年比▲2.8％と 3 四半期連続の減収、経常利益は前年比▲3.1％と 2 四

半期連続の減益となった。ただし、前四半期と比較すると減収率・減益率ともに縮小している。

業種別に見ると、「小売業」(同▲23.8％)や「電気業」(同▲25.8％)の減益が目立った一方、

「情報通信業」(同＋22.4％)や「不動産業」（同＋2.7％）などが増益を確保した。 

図表 1：経常利益の動向（全規模） 

 
  

（出所）財務省統計より大和総研作成
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企業収益の動向を季節調整値で見ると、経常利益は前期比＋4.8％と1年ぶりの増益に転じた。

業種別に見ると、製造業が同＋5.2％と 1 年ぶり、非製造業が同＋4.7％と 2 四半期ぶりの増益

であった。 

 

図表 2：売上高、経常利益（季節調整値）の推移 

 
 

設備投資動向：設備投資に対する慎重姿勢を強める様子が窺える 

2016 年 4-6 月期の全産業（金融業、保険業除く）の設備投資（ソフトウェア除く）は前年比

＋3.1％と 13 四半期連続で増加を維持したものの、伸び率は 3 四半期連続で縮小した。一方、

季節調整値で見ると、前期比▲0.5％と 3四半期連続の減少となった。季節調整値の動きを業種

別に見ると、製造業は同＋2.0％、非製造業は同▲1.9％であった。4-6 月期の結果からは、企業

収益が弱含みつつある中、企業が設備投資に対して慎重姿勢を強めている様子が窺われる。 

設備投資（ソフトウェア除く）の動きを業種別に見ると、製造業は前年比＋11.1％と 8 四半

期連続で前年を上回った。内訳を見ると、「輸送用機械器具」(同＋30.6％)、「鉄鋼業」(同＋

20.8％)、「化学工業」(同＋20.7％)といった業種で増加した。輸送用機械器具の内訳を見ると、

自動車・同附属部品で設備投資が増加基調にあることから、自動車販売が伸び悩む中において

も、新車投入を見据えた投資などが継続しているものと推測される。 

非製造業は前年比▲1.2％と 13 四半期ぶりに前年を下回った。内訳を見ると、「サービス業」

(同▲16.4％)、「小売業」(同▲12.9％)といった業種で設備投資が減少した一方、前四半期に

設備投資が減少していた「卸売業」（同＋28.5％）が 2四半期ぶりに増加した。 
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図表 3：設備投資（除くソフトウェア、季節調整値）の動向 

二次 QE 予測：4-6 月期 GDP 二次速報は一次速報から僅かな下方修正を予想 

今回の法人企業統計の結果を受けて、4-6 月期 GDP 二次速報（9月 8日公表予定）では、実質

GDP 成長率が前期比年率＋0.0％（一次速報：同＋0.2％）と、一次速報から僅かに下方修正され

るとみている。公共投資が上方修正となる一方、在庫投資は下方修正されるとみられる。また、

民間企業設備は一次速報からほぼ横ばいとなり、全体としては一次速報を僅かに下回る見通し

である。 

図表 4：2016 年 4-6 月期 GDP 二次速報予測 
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一次QE
二次QE

（予想）

実質国内総生産（GDP） 前期比％ 0.0　 0.0　

前期比年率％ 0.2　 0.0　

民間最終消費支出 前期比％ 0.2　 0.2　

民間住宅 前期比％ 5.0　 5.0　

民間企業設備 前期比％ ▲ 0.4　 ▲ 0.4　

民間在庫品増加 前期比寄与度％pt ▲ 0.0　 ▲ 0.1　

政府最終消費支出 前期比％ 0.2　 0.2　

公的固定資本形成 前期比％ 2.3　 3.2　

財貨・サービスの輸出 前期比％ ▲ 1.5　 ▲ 1.5　

財貨・サービスの輸入 前期比％ ▲ 0.1　 ▲ 0.1　

内需寄与度 前期比寄与度％pt 0.3　 0.3　

外需寄与度 前期比寄与度％pt ▲ 0.3　 ▲ 0.3　

名目GDP 前期比％ 0.2　 0.2　

前期比年率％ 0.9　 0.8　

GDPデフレーター 前年同期比％ 0.8　 0.8　

（出所）内閣府統計より大和総研作成（予想は大和総研）
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